
資料６－３

前回評価時又は今回評価時に「検討中」の事業一覧

27 28 29 30 31

２　地震等に強い京都の人づくりを進める
２－５　行政が支援する（公助）
2-5-2　府民に対する教育・訓練を実施する

128

○平成29年度までに全沿岸市町で津波ハザードマップに基づき津波避難訓
練を実施する

市町村、●危機管
理部

平成27年度　府が津波浸水想定の策定
平成28年度　府が津波ハザードマップの基礎資料となる
津波警戒区域を指定
平成29年度　２市町で津波ハザードマップの作成
平成30年度　１市で津波ハザードマップの作成着手
（津波ハザードマップに基づく津波避難訓練の実施はな
し）
令和元年度　１市で作成

△ △ △ △ △

４　行政等の災害対応対策の向上を図る
４－２　災害後の府民生活を守る活動の質を向上する
4-2-3　特別な配慮が必要な人への支援を行う

257
○平成31年度までにすべての避難促進施設が避難確保計画を作成し、要配
慮者の津波避難を促進する

事業者、●危機管
理部

・２市町で避難促進施設を検討（３市町は指定なし又は該
当なし）（H29） △ △ △

◎ 0 0 0 0 0

○ 0 0 0 0 0

△ 1 1 2 2 2
計 1 1 2 2 2

完了・定着化  　  実施　　　 　 検討  　  　　未着手

　◎　　　○　　　△　　  ×
進捗状況

推進事業 担当部局等 実　　　績

1


